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１．基本的な考え方

～個人の賢い選択を応援し、
ダイナミックに経済社会の構造を改革～
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基本的な考え方 ～ダイナミックな経済社会の構造改革～
 我々有志議員は、ポスト「社会保障・税一体改革」を見据え、新しい社会保障改
革のあり方について議論してきた。

 今後の社会保障改革では、民間活力の活用や個人の努力の応援により、個人の賢
い選択を応援し、ダイナミックに経済社会の構造を変える視点を重視するべき。

現状の経済社会の構造や個人の行動
が変わらないことを前提に、社会保
障の給付と負担を議論

・元気な高齢者が65歳で引退する

・予防・健康づくりが進まない

・認知症の方が増え続ける

→ 増え続ける社会保障負担を「誰が
負担するか」の議論になりがち

→ 老後の不安も解消されず

従来の議論
（スタティックな視点）

ポスト一体改革の方向性
（ダイナミックな視点）

民間活力の活用や、個人の努力の応援により、
国民1人1人の賢い選択を応援することで、ダイ
ナミックに経済社会の構造を改革する

・高齢者が健康で長く働くことができる

・予防・健康づくりに無理なく取り組める

・認知症の予防に無理なく取り組める

→ 国民1人1人が活き活きと生きられる社会へ
→ 経済の拡大と社会保障の需要適正化を同時
に実現し、「成長と分配の好循環」へ
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２． 「ナッジ」を活用した社会保障改革

〇個人のより良い選択を支える「ナッジ」 ～第４の政策手法～
〇海外における成功例
〇「ナッジ」を活用した社会保障改革の具体案
・年金分野
・医療・健康分野
・横断分野
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（参考）行動経済学におけるナッジ理論

• 個人は、時間と手間をかけて合理的な意思決定を行うのではなく、習慣、目標、多数派の意
見などを参考に、簡便な意思決定を行うことが多い。

→ 個人の選択が、本人自身にとっても望ましくない、という罠に陥る場合がある。

（例１）個人の意思決定は、問題設定の表現方法（フレーム）に左右されやすい。
例えば、生存確率60%と死亡確率40%の治療方法は同じだが、前者が選択されやすい。

（例２）個人の意思決定は、利得より損失回避を重視しやすい。
例えば、保有するモノを売ることによる利得よりも、失う損失を大きく評価する傾向がある。

（例３）個人の意思決定は、将来の利得を大きく割り引く傾向がある。
例えば、今日の1万円と明日の1万1千円では、今日の1万円を好む傾向がある。

• 行動経済学では、個人が意思決定の罠に陥らないように、デフォルトの提案や表現方法を工
夫することで、本人が自発的に望ましい選択を行いやすいように誘導する政策手法をナッジ
（「軽く突く」の意味）と呼ぶ。



英国政府における「ナッジ」の活用

 英国政府は2010年にBehavioral Insights Unit (BIT)（通称：ナッジ・ユニット）
を設立。４つの視点（Easy, Attractive, Social, Timely）でナッジを活用。

Make it Easy
簡単にする

①デフォルトの力を活用する
②サービスを使う際の「面倒」な要素を取り除く
③メッセージはシンプルにする

Make it Attractive
魅力的にする

①注意をひきつける
②報酬と制裁の効果を最大化するよう設計する

Make it Social 
社会化する

①大半の人が望ましい行動を行っていることを見せる
②ネットワークの力を活用する
③他人に対してコミットメントを行うように仕向ける

Make it Timely
タイムリーにする

①最も受容しやすい時に刺激する
②直近のコスト・ベネフィットを考慮する
③イベントへの対応をあらかじめ計画することを支援する

（出所）The Behavioral Insights Team, “EAST: Four simple ways to apply behavioral insights” (2015) 11











「ナッジ」を活用した社会保障改革の具体的提案

年金分野
①“国民年金への加入を促す”ナッジ
②“繰下げ受給の意欲を高める”ナッジ
③“繰下げ受給を選択しやすくする”ナッジ
医療・健康分野
①“検診受診を促す”ナッジ
②“経営者の予防・健康づくりを促す”ナッジ
③“ブレイン・ヘルスを促す”ナッジ
④“医師による予防・健康づくりを促す”ナッジ
その他
〇「日本版ナッジ・ユニット」の創設
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横断分野 日本版ナッジ・ユニットの創設

 全省庁にナッジの導入を支援する「日本版ナッジ・ユニット」を内閣官房／内閣府に設置すべき。

 政府全体のEBPM(Evidence Based Policy Making)の取組と一体的に、効果検証の
PDCAサイクルを回していくべき。

イギリス アメリカ

 保守党・自民党の連立合意を受けて、2010年、内閣府の
一部局として「Behavioral Insights Team」を設立。

 スタッフ７名、年間予算50万￡以下でスタート。
※スタッフは、政策形成の専門家、行動科学の専門家、統
計の専門家で構成。

 英国で成果を挙げたため、
政府から独立し、他国にも
展開。

 2014年１月、ホワイトハウスの中のNSTC（国家科学技
術会議）のもとにSBST（社会及び行動科学チーム）を
設立。

 2015年9月、オバマ大統領が「行動科学の知見をアメリカ
国民に役に立つように利用する」と題する大統領令を公布。
連邦政府機関におけるナッジの社会実装を宣言。

 個人年金加入の促進などに成果を挙げたものの、トランプ
政権発足に伴い解散。

 日本においても、民間の広報のプロ、政策形成の専門家、行動科学の専門家、統計の専門家から
なる「日本版・ナッジ・ユニット」を内閣官房または内閣府直下のチームとして創設してはどうか

※なお、平成29年4月より、環境省が環境分野における取組を端緒に日本版ナッジ・ユニット（BEST）を立ち上げている 24



３．「健康インセンティブ」の具体的提案
（１）保険者による生活習慣病対策インセンティブの強化
（２）生活習慣病対策に関する医師や民間事業者等へのインセンティブの導入
（３）企業の健康投資の促進
（４）個人の健康投資の促進
（５）要介護度の改善に関する民間事業者等に対するインセンティブの導入
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（参考）個人の健康予防・健康づくりインセンティブ
経済・財政再生計画 改革工程表２０１７改訂版

2019
年度

2020
年度～

KPI
(第一階層)～2016年度

《主担当府省庁等》 2017年度 2018年度

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
改
革

予防・健康づくりについ
て、加入者を対象とした
インセンティブを推進する
被用者保険の保険者
数

【600保険者】

集中改革期間

＜ヘルスケアポイント付与や保険料への支援になる仕組み等の個人に対する
インセンティブ付与による健康づくりや適切な受診行動の更なる促進＞

ヘルスケアポイントの付与・保険
料支援となる仕組みをガイドラ
インとして公表

ガイドラインに基づき、各保険者においてヘルスケアポイント付与や保険料への支援になる仕組
み等の個人に対するインセンティブ付与の取組を順次実施

インセンティブ事業の実施状況

（出所）H29年度保険者データヘルス全数調査

※N数は、健保組合：1,328（回答率95.2%）、協会けんぽ：48（回答率100%）、
共済組合：83（回答率97.6%）

健保組合における特定保健指導実施状況

（出所）厚労省「平成27年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況」

特定保健指導
対象者数

特定保健指導
終了者数

特定保健指導
実施率

１６３万人 ２９万人 １７．７％

※「特定健診未受診者」が一定数いるため、上記とは別に、潜在的特定保健指導対象者が存在。
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（参考）議論の経緯
＜研究会の参加者＞

経済産業大臣 世耕 弘成 （参・和歌山）
内閣府大臣政務官 村井 英樹 （衆・埼玉１区）
総務大臣政務官 小林 史明 （衆・広島７区）
参・経産委筆頭理事 滝波 宏文 （参・福井）
参議院議員 佐藤 啓 （参・奈良）

＜研究会の開催実績＞

第１回 ６月２１日（木） １７：００～１８：００
・自由討議

第２回 ７月 ４日（水） １７：００～１８：００
・三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 小林主任研究員

第３回 ７月１２日（木） １７：００～１８：００
・ミナケア 山本代表、メディヴァ 大石代表取締役

第４回 ７月１９日（木） １６：００～１７：００
・大阪大学 安田准教授

第５回 ９月 ５日（水） １７：００～１８：００
・中間とりまとめ


